
科 学 技 術 ・ 学 術 に 関 す る 国 際 協 力 の 枠 組 み

《科学技術一般》 （注１） 《原子力関係》

科学技術協力協定 32か国 20協定 原子力協定 6か国 6協定 （注３）

日ソ科学技術協力協定 (1973.10） 日加平和利用原子力協力協定 (1980. 9改正)(1960. 7)

日仏科学技術協力協定 （1991. 6 改定）（1974. 2） 日仏平和利用原子力協力協定 (1990. 7改正)(1972. 9)

日独科学技術協力協定 （1974.10） 日豪平和利用原子力協力協定 (1982. 8)

日・ポーランド科学技術協力協定 （1978.11） 日中平和利用原子力協力協定 (1986. 7)

日米科学技術研究開発協力協定(1988.6改定)（1980. 5） 日米平和利用原子力協力協定 (1988. 7)

日中科学技術協力協定 （1980. 5） 日英平和利用原子力協力協定 (1998.10)

日豪科学技術研究開発協力協定 （1980.11）

科 日・インドネシア科学技術協力協定 （1981. 4） 協力協定、取極 5か国 5協定、取極

日・ﾕｰｺﾞｽﾗｳﾞｨｱ科学技術協力協定(注４) （1982. 2） 日独平和利用原子力協力取極 (1959. 3)

日伯科学技術協力協定 （1984. 5） 日・スウェーデン平和利用原子力協力取極 (1973. 4)

学 日印科学技術協力協定 （1985.11） 日伊平和利用原子力協力取極 (1973.10)

日韓科学技術協力協定 （1985.12） 日韓平和利用原子力協力取極 (1990. 5)

日加科学技術協力協定 （1986. 5） 日ソ平和利用原子力協力協定(ロシアが承継) (1991. 4)

技 《科学技術一般》 日伊科学技術協力協定 （1988.10） （注６）

二 科学技術協力協定 日英科学技術協力協定 （1994. 6） 《原子力安全関係》

取極 日・イスラエル科学技術協力協定 （1994.12） 取決め、覚書 8か国 8取決め、覚書

術 国 その他 日蘭科学技術協力協定 （1996.11） 日米規制情報交換取決め (1974. 5)

日・フィンランド科学技術協力協定 (1997. 9) 日仏規制情報交換取決め (1979. 3)

→ 間 《原子力関係》 日・スウェーデン科学技術協力協定 (1999. 1) 日・スウェーデン規制情報交換覚書 (1989. 7)

に 原子力協定 日露科学技術協力協定 (2000. 9) 日独規制情報交換覚書 (1989. 9)

協 取極 → 日韓規制情報交換取決め (1991.12)

取 極 5か国 4取極 日英規制情報交換取決め (1993. 1)

関 力 《原子力安全関係》 日・ルーマニア科学技術協力取極 （1975. 4） 日中規制情報交換取決め (1994. 4)

日・ブルガリア科学技術協力取極 （1978. 3） 日伊規制情報交換取決め (1996. 1)

日・ﾁｪｯｺｽﾛﾊﾞｷｱ科学技術協力取極 （注５）（1978.11）

す 日・ハンガリー科学技術協力取極 （1979. 5） 《宇宙関係》

《環境関係》 宇宙開発協力取極 (1969. 7)

経済連携協定 1か国 1協定 日・欧州宇宙機関宇宙関係協力取極 (1972.12)

る 《その他》 日・シンガポール新時代経済連携協定 （2002.11） 日米宇宙損害賠償協定 (1995. 7)

日・ロ宇宙協力協定 (1993.10)

（注２）

国 その他 科学技術関係 《環境関係》

日・ﾉﾙｳｪｰ貿易経済協議 (1981.11) ［1986.10］ 日米環境保護協力協定 (1975. 8)

日・ＥＵ科学技術ﾌｫｰﾗﾑ (1994. 6) ［1994. 6］ 日ソ環境保護協力協定 （ロシアが承継） (1991. 1)

際 日・スイス科学技術協力会合 (1994.10) ［1994.10］ 日･EU環境高級事務レベル会合 (1992. 1)

日・ＥＵﾊｲﾚﾍﾞﾙ協議 (1973. 5) ［1982. 1］ 環境問題に関する日豪専門家会合 (1992. 7)

日米包括経済協議 (1993. 7) ［1993. 7］ 日韓環境保護協力協定 (1993. 6)

協 日中環境保護協力協定 (1994. 3)

日独環境保護協力協定 (1997. 8)

《その他》

力 天然資源の開発利用に関する

日米会議(UJNR) (1964. 1)

主要国首脳会議（サミット） 日米エネルギー協力協定(1990. 2 改定)

多 国 間 協力 協定等 → 宇宙基地協力協定 （注３） （1992. 1） (1979. 5)

国際熱核融合実験炉（ＩＴＥＲ） （1992. 7） 日・ＥＵ核融合協力協定 (1989. 2)

地球観測衛星委員会（ＣＥＯＳ） （1984. 9）

多 宇宙機関会議（ＳＡＦ） （1993. 3）

(注１)科学技術一般に関する協定等の枠組みの

国 中でも、原子力、宇宙分野等における協

→ 開発のための科学技術委員会（ＣＳＴＤ） （1979.12) 力が行われている場合がある。

間 国 際 機 関 等 協 力 → アジア太平洋経済社会委員会（ＥＳＣＡＰ） （1974 )

国際連合 国際原子力機関（ＩＡＥＡ） （1957. 7) (注２)「科学技術関係」とは、科学技術が議題

協 宇宙空間平和利用委員会（ＣＯＰＵＯＳ） （1959 ) として初めて取り上げられた時期を示す｡

力 科学技術政策委員会(ＣＳＴＰ) （1972 ) (注３)国会承認を得ているもの。年月は発効日｡

ＯＥＣＤ 国際エネルギー機関（ＩＥＡ） （1974.11)

原子力機関（ＮＥＡ） （1972. 4) (注４)クロアチア、スロヴェニア、新ユーゴス

そ の 他 ﾋｭｰﾏﾝ・ﾌﾛﾝﾃｨｱ・ｻｲｴﾝｽ・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(ＨＦＳＰ) （1989.10) ラビア、マケドニアが承継。

国際科学技術センター（ＩＳＴＣ） （1994. 3) (1992.3)

アジア科学協力連合（ＡＳＣＡ） (1970.11) (注５)チェッコ、スロヴァキアが承継。

地 域 協 力 → 太平洋経済協力会議（ＰＥＣＣ） (1980. 9) （1993.1）

アジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ） (1989. 1)

アジア太平洋地域宇宙機関会議（APRSAF）(1993. 9) (注６)ロシア、カザフスタン、キルギス、ウズ

アジア欧州会合（ＡＳＥＭ） (1996. 3) ベキスタン、アルメニア、グルジア、ウ

北太平洋の海洋科学機関に関する条約(PICES) クライナ、ベラルーシ、モルドヴァ、ト

ＡＳＥＡＮ＋３（日中韓） ルクメニスタン、タジキスタンが承継。
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